
2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

-

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

①
少
子
化
の
進
展
を
踏
ま
え
た
予
算
の
効
率
化
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い
た
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

＜ⅷ 教育政策全体のＰＤＣＡサイクルの構築、教育関連データの整備の充実＞

・第３期教育振興基本計画策定時に整理す
るロジックモデルを活用し、幼児教育から高
等教育、社会人教育までライフステージを通
じた教育政策全体について、ＰＤＣＡサイクル
の推進
・地方自治体について、国の策定する教育
振興基本計画とその指標やロジックモデル
等を参酌しつつ、実効性のあるＰＤＣＡサイク
ルの構築を普及促進

《文部科学省。都道府県。市町村》

教育政策全体のＰＤＣＡサイクルを構築す
るため、第3期教育振興基本計画におい
て、教育政策の進捗把握・改善のための
仕組み等を構築

中間検証を踏まえ、取組内
容を追加・修正の上、推進・
拡大

《文部科学省》

第3期教育振興基本計画において、教育
施策の効果を専門的・多角的に分析・検証
するために必要なデータ・情報の体系的な
整備や、実証的な研究の充実を含めた総
合的な体制の在り方を検討

教育政策の効果及び費用、環境要因等の
評価・分析を促進するため、教育関連データ
の整備・改善・充実や研究成果の蓄積、多
様な研究者による活用等を促進するための
取組を推進

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

②
民
間
資
金
の
導
入
促
進

＜ⅰ国立大学法人運営費交付金を重点配分するインセンティブ導入＞

各国立大学
において、取
組構想の成
果を検証す
る評価指標
を設定。民
間資金の獲
得割合の上
昇も一つの
指標とする

・第３期中期目標期間を通じて推進
・各国立大学の取組構想の進捗状況を確認、各国立大学ごとに予め設定した評価指標を用いて、
その向上度合いに応じて段階的な評価を実施し、運営費交付金の重点配分に反映

2019年度暫定評
価において達成見
込みを確認し、民
間資金獲得に向
けた一層の努力を
促す方策を検討

暫定評価を踏
まえ、取組内
容を追加・修
正の上、推
進・拡大

《国立大学、文部科学省》

・大学等と民間
企業との共同
研究件数・受
入金額（2013
年度：18千件、
390億円）
【2018年度：
2013年度比1.3
倍】
【2020年度：
2013年度比1.5
倍】

・企業から大
学・公的研究
機関への研究
費総額（2014年
度：約1151億円
（A））

【2018年度：
A比1.3倍】
【2020年度：
A比1.5倍】

（ⅰ～ⅳ、ⅵを
通じて）

※今後10年間で

大学・国立研究開
発法人等への民
間研究開発投資
の３倍増を目指す
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

②
民
間
資
金
の
導
入
促
進

＜ⅱ国立大学の財源の多様化＞

国立大学経営
力戦略に基づ
き、各国立大
学において、
可能な限り民
間との共同研
究・受託研究
に関する目標
を設定

中間検証を踏まえ、取組内
容を追加・修正の上、推進・
拡大

《国立大学》

産学官連携
推進上のリス
ク要因を各大
学が適切にマ
ネジメントでき
る方策につい
て検討

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

《文部科学省、国立大学》

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

《文部科学省、国立大学》

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

＜再掲＞

・大学等と民間
企業との共同
研究件数・受
入金額（2013
年度：18千件、
390億円）
【2018年度：
2013年度比1.3
倍】
【2020年度：
2013年度比1.5
倍】

《文部科学省、国立大学》

国立大学における余
裕金の運用範囲の拡
大、収益を伴う事業の
範囲の明確化等につ
いて検討・制度整備

国立大学と民間企
業等との共同研究
における間接経費
の必要性に係る算
定モデル策定につ
いて検討

（ⅰ～ⅳ、ⅵを
通じて）

※今後10年間で

大学・国立研究開
発法人等への民
間研究開発投資
の３倍増を目指す

・企業から大
学・公的研究
機関への研究
費総額（2014年
度：約1151億円
（A））

【2018年度：A
比1.3倍】
【2020年度：A
比1.5倍】

「産学官連携
による共同研
究強化のため
のガイドライ
ン」を策定

共同研究契約
に係る技術流
出防止等に関
する事務処理
参考資料を整
理

収益を伴う事業の明
確化、株式等を取得・
保有できる場合の要
件緩和等の通知発出

「産学官連携
による共同研
究強化のため
のガイドライ
ン」を策定

各国立大学における研究者、リサーチ・アドミニストレーター
（URA）、知的財産の取得・活用、設備利用の支援スタッフ等
により産学連携を総合的に企画推進する環境を整備
第３期中期目標期間を通じて推進

各国立大学が共同研究締結時の不実施補償、秘密保持等
の知的財産の取扱いにより共同研究等を制約されないよう、
各国立大学において共同研究等に関する戦略策定
第３期中期目標期間を通じて産学連携の取組を推進

各国立大学において、民間企業等との共同研究におけ
る間接経費の在り方について検討し、共同研究契約等
に反映。第３期中期目標期間を通じて産学連携の取組を
推進

第３期中期目標期間を通じて財源多様化の
取組を推進

各国立大学で更なる民間資金獲得のための方策を整理
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

②
民
間
資
金
の
導
入
促
進

＜ⅲマッチングファンド型制度の適用加速＞

マッチングファン
ド型制度につい
て、適用対象制
度の設定、現状
把握

応用研究向けの研究費制度について、マッチングファンド型の適用対象制度を
第５期科学技術基本計画に基づき推進・拡大

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

・応用研究向
け研究費制度
へのマッチング
ファンドﾞ型の
適用状況

【2020年度まで
増加傾向】

《内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）》

・共同研究・財源多様化等の取組を通じて、民間から大学・公的研究機関への研究
費流入を促進
・第５期科学技術基本計画に基づき推進・拡大

《内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）》

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡
大

＜再掲＞

・大学等と民
間企業との共
同研究件数・
受入金額

＜ⅳマッチングプランナー制度の活用推進＞

マッチングプランナー
制度の活用推進

活用推進、支援終了後の継続的フォローアップ 中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

・地域の企業
ニーズと大学
等の技術シー
ズとのマッチ
ングによる共
同研究件数
【2018年度
600件】
【2020年度
1000件】

《文部科学省》

（ⅰ～ⅳ、ⅵを
通じて）

※今後10年間で

大学・国立研究開
発法人等への民
間研究開発投資
の３倍増を目指す

・企業から大
学・公的研究
機関への研究
費総額（2014年
度：約1151億円
（A））

【2018年度：A
比1.3倍】
【2020年度：A
比1.5倍】
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

②
民
間
資
金
の
導
入
促
進

＜ⅴ国立大学法人に対する寄附金＞

学生等に対する
修学支援事業の
ために充てられる
個人からの寄附
金に係る税額控
除の導入につい
て、平成28年度税
制改正において
対応

・各国立大学において寄附金収入の拡大に向けた専門スタッフの配置や寄
附金獲得に向けた戦略策定、取組の推進
・取組状況とその成果について中間検証し、寄附金獲得に向けた一層の努
力を促す方策を検討

中間検証を踏まえ、取組内容を追
加・修正の上、推進・拡大

・国立大学における寄附金
受入額（2014年度：約729億
円）
【2018年度：2014年度比1.2倍】
【2020年度：2014年度比1.3倍】

《文部科学省、国立大学》

（①ⅵ、②ⅰ～ⅴ
通じて）

・世界大学ランキン
グ：2018年、2020年、
2023年を通じて、トッ
プ100に我が国大学
10校以上とする、
・第３期国立大学法
人中期目標・計画の
達成状況について、
2019年度暫定評価
において達成見込み
を確認し、2021年度
に中期目標を全法人
において達成するこ
とを目標とする、
など高等教育の質の
向上を図る。
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

②
民
間
資
金
の
導
入
促
進

経済社会・科学技術イノ
ベーション活性化委員
会において、研究開発
投資拡大に向けた民間
資金の導入促進につい
て検討

「科学技術イノベーション官民投資拡大イニシアティブ」を踏まえ、研
究開発投資拡大に向けた民間資金導入促進のための取組を推進

中間検証を踏まえ、取組内
容を追加・修正の上、推進・
拡大

《内閣府政策統括官（経済社会システム担当、科学技術・イノベーション担当） 》

＜ⅵ 研究開発投資拡大に向けた民間資金の導入促進＞

（ⅰ～ⅳ、ⅵを
通じて）

※今後10年間で

大学・国立研究開
発法人等への民
間研究開発投資
の３倍増を目指す

・企業から大
学・公的研究
機関への研究
費総額（2014年
度：約1151億円
（A））

【2018年度：A
比1.3倍】
【2020年度：A
比1.5倍】

予算編成プロセスの改革
民間研究開発投資誘発効果の高い領域への各省施策の誘導を
図る官民研究投資拡大プログラム（ＰＲＩＳＭ）の検討・推進

研究開発投資拡大に向けた制度改革
大学及び国立研究開発法人等が「運営」から戦略的「経営」へと
脱却するなどの改革及び産学連携の推進等を後押しするため
の制度改革 等

・PRISM
2018年度内に対
象施策の選定状
況を踏まえて民間
への技術移転や
民間からの資金等
の受入れ状況に
関する指標等を策
定
【2018年度、2020
年度：設定された
指標等の達成】
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

③
予
算
の
質
の
向
上
・
重
点
化

＜ⅰ大学改革と競争的研究費改革の一体的推進＞

大
学
改
革
の
主
な
取
組

国立大学法人運営費交付金において、「学長の裁量による経費」を区分し、学
長のリーダーシップによる改革の取組を推進
第３期中期目標期間を通じて推進

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

国立大学
経営力戦
略の着実
な実行

《文部科学省、国立大学》

暫定評価を踏
まえ、取組内
容を追加・修
正の上、推
進・拡大

《文部科学省》

卓越研究
員制度の

検討・
実施

卓越研究員制度について、第５期科学技術基本計画に基づき推進
中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

《文部科学省、国公私立大学》

競争的研究
費改革と一
体的に検
討・実施

卓越大学院プログラム（仮称）の具体化
に向け産学官からなる検討会等において
検討
国公私立大学における卓越大学院プロ
グラム（仮称）の具体化に向けた取組

《文部科学省、 国公私立大学》

指定国立大学
法人制度の検
討・制度整備

博士課程リーディングプログラムについて、これまでの成果等を検証
卓越大学院プログラム（仮称）の運用開始
運用状況とその成果について中間検証、中間検証を踏まえ、推進

・公募時の卓越研究
員予定人数に対す
る申請者の割合
（2016年度：5.66倍）
【2018年度、2020年
度：３倍以上】
・卓越研究員の研究
業績に関する指標
【2018年度、2020年
度：卓越研究員の研
究業績を測定する
ために設定する論
文等の指標の達成】

（ⅰ、ⅱ通じて）

・国立大学の若
手（40歳未満）
の本務教員数
（2013年度現在
16千人）
【2018年度：2015年
度比＋300人】
【2021年度：2015年
度比＋600人】

（ⅰ～ⅳ通じて）

・研究の質の向上
に関する指標
➢被引用回数
トップ10％論文
の割合：
2018～2020年
の我が国の総
論文数に占める
被引用回数トッ
プ10％論文数の
割合を10％以上
とすることを目
標

申請に基づき指定国立大学法人を指定
第３期中期目標期間を通じて推進
2019年度暫定評価において達成見込みを確認

卓越大学院プログラム及び博士課程教育リーディングプログラムＫＰＩ（第一階層）
・プログラム履修生の活動状況（国際学会発表者、国際ジャーナルへの掲載数等）及び修了後の活動状況（優れた研究成
果による受賞実績等）、国際協働（海外大学との連携状況等）、社会との連携（寄附金収入、産学連携等収入等）
【2018年度、2020年度：各選定大学が公表する事業計画中で具体的に設定する当該卓越大学院プログラムに係る国
際学会発表者数、国際ジャーナルへの掲載数、優れた研究成果による受賞実績等、海外大学との連携状況、寄付金
収入･産学連携等収入等に関する数値の達成】

指定国立大学法人
・研究力の強化（論
文被引用数等）、国
際協働（査読付国際
共著論文数等）、社
会との連携（寄附金
収入、産学連携等収
入等）
【2018年度、2020年
度：各指定国立大学
法人が認可を受け
公表する中期計画
に基づき年度計画に
おいて具体的に設
定する研究力の強
化、国際協働、社会
との連携に関する数
値等の達成】
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

-

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

③
予
算
の
質
の
向
上
・
重
点
化

大学改革と
一体的に検
討・実施

競
争
的
研
究
費
改
革
の
主
な
取
組

文部科学省及
び内閣府の大
学等向け競争
的研究費（新規
採択案件）につ
いて間接経費
30％措置

大学等向け競争的研究費の間接経費の措置について、第５期科学
技術基本計画に基づき推進・拡大

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

《内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）、文部科学省》

人事給与システム改革の状況を踏まえ、直接経費からの人件費支出の柔
軟化について、第５期科学技術基本計画に基づき順次実施・拡大 中間検証を踏まえ、取組内

容を追加・修正の上、推進・
拡大

《文部科学省、国立大学》

科学研究費助成事業の改革について、第５期科学技術基本計画に基づき推
進

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

《文部科学省》

直接経費
からの人
件費支出
の柔軟化
について
検討

科学研究費
助成事業の
研究種目・
審査システ
ムを見直し

（ⅰ～ⅳ通じて）

・研究の質の向上
に関する指標
➢被引用回数
トップ10％論文
の割合：
2018～2020年
の我が国の総
論文数に占める
被引用回数トッ
プ10％論文数の
割合を10％以上
とすることを目
標

（ⅰ、ⅱ通じて）

・国立大学の
若手（40歳未
満）の本務教
員数
（2013年度現
在16千人）
【2018年度：2015年
度比＋300人】
【2021年度：2015年
度比＋600人】
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

③
予
算
の
質
の
向
上
・
重
点
化

＜ⅱ有能な人材の流動化＞

年俸制･クロス
アポイントメン
ト制度等、人
事給与システ
ム改革と業績
評価に関する
第３期中期目
標期間を通じ
た計画を各国
立大学におい
て策定

各国立大学において計画に沿って人事給与システム改革を推進
第３期中期目標期間を通じて推進
2019年度暫定評価において達成見込みを確認

暫定評価を踏
まえ、取組内
容を追加・修
正の上、推
進・拡大

・クロスアポイント
メント適用教員数
（2015年現在92人）
【2018年度350人】
【2020年度500人】

（ⅰ、ⅱ通じて）

・国立大学の
若手（40歳未
満）の本務教
員数
（2013年度現
在16千人）
【2018年度：2015
年度比＋300人】
【2021年度：2015
年度比＋600人】

《国立大学》

（ⅰ～ⅳ通じて）

・研究の質の向上
に関する指標
➢被引用回数
トップ10％論文
の割合：
2018～2020年
の我が国の総
論文数に占める
被引用回数トッ
プ10％論文数の
割合を10％以上
とすることを目
標

※2015年末制定時
【2018年度160人】
【2020年度200人】年俸制・クロスアポイントメント制度等のメリット等を分析、

好事例を全国展開、各大学等の取組促進
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

③
予
算
の
質
の
向
上
・
重
点
化

＜ⅲ研究設備の共用化と研究費の合算使用の促進＞

・研究設備の共用が可能な範囲について、第５期科学技術基本計画
に基づき推進・拡大
・共用が可能になった研究設備の運用状況を調査し、効果的な運用
事例について研究費の効率化も含めて把握した上で、今後の運用改
善に活かす

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡
大

《内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当） 》

・研究費の合算使用が可能な範囲について、第５期科学技術基本
計画に基づき推進・拡大
・研究費の合算使用が拡大された事例を調査し、効果的な運用事例
について研究費の効率化も含めて把握した上で、今後の運用改善
に活かす

中間検証を踏まえ、取組内
容を追加・修正の上、推進・
拡大

・対象事業に対す
る購入した研究設
備の共用が可能
な事業制度数の
割合
（2017年度：5割）
【2018年度：7割】
【2020年度：9割】

・対象事業に対す
る合算使用が可
能な事業制度数
の割合
（2017年度：5割）
【2018年度：7割】
【2020年度：9割】

※2015年末制定時
事業制度数
（2015年度：19）
【2018年度：2015年
度比1.3倍】
【2020年度：2015年
度比1.5倍】

・共用システム
を構築した研究
組織数
【2018年度70】
【2020年度100】

《内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当） 》

研究設備・機器を研究組
織単位で一元的にマネジ
メントする共用システムを
導入するとともに、産学官
で共用可能な研究施設・
設備等を整備・運用

・第5期科学技術基本計画に基づき共用システムを推進・拡大するとと
もに、研究施設間のネットワークを構築（プラットフォーム化）
・利用者や利用形態に応じた適切な利用料金を設定

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

《文部科学省》

競争的資金における研
究機器の共用の取扱
い（2015年４月）をフォ
ローアップ・徹底。競争
的資金以外の研究費
も同様の取扱いができ
るよう検討

競争的資金における複
数研究費の合算使用の
取扱い（2015年４月以降
公募案件から）をフォ
ローアップ・徹底。研究
機器等を購入する場合
の合算使用の条件につ
いて検討。競争的資金
以外の研究費も同様の
取扱いができるよう検討

（ⅰ～ⅳ通じて）

・研究の質の向上
に関する指標
➢被引用回数
トップ10％論文
の割合：
2018～2020年
の我が国の総
論文数に占める
被引用回数トッ
プ10％論文数の
割合を10％以上
とすることを目
標
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

③
予
算
の
質
の
向
上
・
重
点
化

＜ⅳ総合科学技術・イノベーション会議の司令塔機能強化＞

第５期科学技術基本計
画策定
同計画の方向性の下、科
学技術イノベーション総
合戦略に基づき、科学技
術イノベーション予算戦
略会議により予算の重点
化、各府省庁の取組連携
確保、調整

第５期科学技術基本計画に基づき推進
・経済財政諮問会議等との連携の下、総合科学技術・イノベーショ
ン会議のさらなる司令塔の強化について議論し、2020年までの
「生産性革命・集中投資期間」中の取組に関するＫＰＩ・工程表を策
定、その具体化に向けた取組みを推進
・戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）について、社会実装
を着実に推進するとともに、これまでの成果、実績等について、民
間への技術移転等の定量的な評価を実施し、今後の施策に反映

中間検証を踏まえ、取組内
容を追加・修正の上、推進・
拡大

（ⅰ～ⅳ通じて）

・研究の質の向上
に関する指標
➢被引用回数
トップ10％論文
の割合：
2018～2020年
の我が国の総
論文数に占める
被引用回数トッ
プ10％論文数の
割合を10％以上
とすることを目
標

《内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当） 》

経済社会・科学技術イノ
ベーション活性化委員
会において、総合科学
技術・イノベーション会
議の司令塔機能の強化
について検討

「科学技術イノベーション官民投資拡大イニシアティブ」を踏まえ、総合
科学技術・イノベーション会議の司令塔機能の強化に向けた取組を推
進

《内閣府政策統括官（経済社会システム担当、科学技術・イノベーション担当） 》

予算編成プロセスの改革
民間研究開発投資誘発効果の高い領域への各省施策の誘導
を図る官民研究投資拡大プログラム（ＰＲＩＳＭ）の検討・推進

エビデンスに基づく効果的な官民研究開発投資の拡大
俯瞰的なデータの収集及びエビデンスの構築
重要政策課題の調査分析
各省庁の関連データを2020年までに連結

・SIP
課題の採択状況を
踏まえて民間への
技術移転や民間
からの資金等の受
入れ状況に関する
指標等を策定
【2018年度、2020
年度：設定された
指標の達成】

・PRISM
2018年度内に対
象施策の選定状
況を踏まえて民間
への技術移転や
民間からの資金等
の受入れ状況に
関する指標等を策
定
【2018年度、2020
年度：設定された
指標等の達成】

中間検証を踏まえ、取組内
容を追加・修正の上、推進・
拡大
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４．文教・科学技術、外交、
安全保障・防衛等

（外交、安全保障・防衛）
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